
                       

 

      令 和 6 年 2 月 1 日  

水管理・国土保全局 砂防部保全課 

水管理・国土保全局 海岸室 

港湾局  海岸・防災課  

航 空 局  空 港 技 術 課  

 

 令和６年能登半島地震における大規模な港湾、空港、海岸被害や土砂崩壊等 

による災害について国土交通省による本格的な復旧を実施 

1 月 19 日に「大規模災害からの復興に関する法律」における「非常災害」に令和６年能登半島地震

を指定する閣議決定がなされ、同法に基づき、国による災害復旧事業の代行が可能となりました。 

今般、石川県知事、富山県知事、七尾市長からの要請等を踏まえ、被害が甚大である以下について、

「大規模災害からの復興に関する法律」の適用による権限代行により国土交通省が自治体に代わって

本格復旧を実施します。 

・地震による被害が甚大で、地域の輸送拠点となる係留施設が大きく損傷した「七尾港」等８港湾 

・地震により、滑走路に亀裂が発生するなど甚大な被害があった能登空港 

・地震・津波により海岸堤防が倒壊するなど甚大な被害があった「宝立
ほうりゅう

正院
しょういん

海岸」等３海岸 

上記に加え、1月 23日に国土交通省において着手した国道２４９号沿岸部の関連土砂災害対策につ

いて、対策を実施する箇所を追加し、「大規模災害からの復興に関する法律」も適用して、緊急的な地

すべり対策工事を国土交通省が自治体に代わって一体的に実施します。 

 

【港湾】 

地震動の影響により港湾施設の機能が著しく低下している七尾港等８港湾については、大規模災

害からの復興に関する法律第４５条第１項に基づく権限代行制度により、復旧工事を実施します。 

 

 ○港湾名 七尾港、穴水港、宇出津
う し つ

港、小木港、飯田港、輪島港、伏木富山港、和倉港 

○施工箇所 石川県七尾
な な お

市矢田新町
や た し ん ま ち

、鳳珠
ほ う す

郡穴水町
あなみずまち

大町
おおまち

～川島
かわじま

、同郡能登
の と

町
ちょう

宇
う

出津
し つ

新港
しんこう

、同町小木
お ぎ

、

珠洲
す ず

市飯田町
い い だま ち

、輪島
わ じ ま

市河井
か わ い

町
まち

、富山県射水
い み ず

市庄西町
しょうせいまち

～高岡
たかおか

市伏木
ふ し き

万葉
まんよう

ふ頭
とう

、石川県七

尾市和倉町
わ く らま ち

 

○工事の内容 港湾施設の災害復旧工事 

○備考 七尾港、穴水港、宇出津港、小木港、飯田港、輪島港は石川県知事からの要請 

    伏木富山港は富山県知事からの要請 

    和倉港は七尾市長からの要請 

 

【空港】 

地震により被災した滑走路等を応急復旧し、運用を再開した能登空港については、大規模災害か

らの復興に関する法律第４７条第１項に基づく権限代行制度により、本格的な復旧工事を実施しま

す。 

 

 
同時記者発表：新潟県政記者クラブ、新県政記者クラブ 

新潟県内専門紙、富山県政記者クラブ、富山県内専門紙 

石川県政記者クラブ、石川県内専門紙、福井県政記者クラブ 

福井県内専門紙、福島県政記者クラブ、長野市政記者クラブ 

長野県庁会見場、山形県政記者クラブ 



 ○空港名 能登空港 

○施工箇所 石川県鳳
ほう

珠
す

郡穴水町
あなみずまち

 

○工事の内容 滑走路等の災害復旧工事 

○備考 石川県知事からの要請 

 

【海岸】 

 海岸堤防が倒壊するなど甚大な被害が発生しており高潮・波浪等に対して浸水のおそれが高まっ

ている宝立正院海岸等３海岸については、大規模災害からの復興に関する法律第４８条第１項に基

づく権限代行制度により、復旧工事を実施します。 

 なお、宝立正院海岸に隣接する農林水産大臣所管の海岸についても、同法の適用により復旧工事

を国が権限代行することとなっており、農林水産省と連携し、一体的な復旧工事を実施します。 
 

○海岸名 宝立正院海岸、飯田港海岸、和倉港海岸 

○施工箇所 石川県珠洲市正院町
しょういんまち

～宝
ほう

立町
りゅうまち

、同市上戸
う え ど

町
まち

北方
きたがた

～野々江町
の の え ま ち

、七尾市和倉町 

○工事の内容 海岸保全施設の災害復旧工事 

○備考 宝立正院海岸、飯田港海岸は石川県知事からの要請 

    和倉港海岸は七尾市長からの要請 

 

【国道２４９号沿岸部の関連土砂災害対策】※1月 23 日着手箇所に追加 

国道２４９号の沿岸部の地すべり崩壊が発生した箇所については、大規模な崩壊２箇所について

1 月 23 日に国土交通省において地すべり対策工事に着手したところですが、現地の被災概況を把握

する中で新たに緊急対策の必要性が生じた５箇所について、大規模災害からの復興に関する法律第

４９条第１項に基づく権限代行制度及び地すべり防止法第１０条第１項に基づく国直轄施行により、

緊急的な地すべり対策工事を一体的に実施します。 

 

○権限代行施工箇所  石川県輪島市深見町
ふ か みま ち

地先、名舟
な ふ ね

町
まち

地先、渋田
し ぶ た

町
まち

地先、 

○国直轄施行箇所（大規模な崩壊箇所）  石川県輪島市大野町
お お のま ち

地先、町野
ま ち の

町
まち

曽々
そ そ

木
ぎ

地先 

○工事の内容 地すべりにより不安定化している斜面に対する土砂災害対策 

○備考 石川県知事からの要請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【問合せ先】  

（港湾に関すること） 

国土交通省港湾局 海岸・防災課 災害対策室 

課長補佐       矢野 直（内線 46752） 

代表：03-5253-8111 直通：03-5253-8689 

（空港に関すること、空港工事に関すること） 

国土交通省航空局 空港技術課 

課長補佐       山﨑 元義（内線 49543） 

代表：03-5253-8111 直通：03-5253-8725 

（海岸に関すること）  

国土交通省水管理・国土保全局 海岸室 

課長補佐    中﨑 薫（内線 36332） 

代表：03-5253-8111 直通：03-5253-8471 

 
国土交通省港湾局 海岸・防災課 災害対策室 

課長補佐    矢野 直（内線 46752） 

代表：03-5253-8111 直通：03-5253-8689 

（地すべり対策に関すること） 

国土交通省水管理・国土保全局 砂防部保全課 

課長補佐       渡邊 剛（内線 36242） 

代表：03-5253-8111 直通：03-5253-8470 

（港湾工事に関すること） 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部 

港湾事業企画課長    廣木 智秀 

代表：025-280-8880 直通：025-370-6612 

（海岸工事に関すること） 

国土交通省 北陸地方整備局 河川部 

河川情報管理官    大熊 義史 

代表：025-280-8880 直通：025-370-6767 

 
国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部 

港湾事業企画課長    廣木 智秀 

代表：025-280-8880 直通：025-370-6612 

（地すべり工事に関すること） 

国土交通省 北陸地方整備局 河川部 

河川情報管理官    大熊 義史 

代表：025-280-8880 直通：025-370-6767 
 



大規模災害復興法に基づく災害復旧工事の権限代行および直轄事業の実施について（２月１日決定箇所）
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【河川・砂防】
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（1/23権限代行等決定）

海岸

港湾

地すべり（代行箇所）

和倉港海岸
写真⑭

地すべり
（R249沿岸部関連土砂災害）
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写真② 石川県輪島市渋田町

写真⑰

写真④ 石川県輪島市深見町

写真⑤ 石川県輪島市大野町

写真③ 石川県輪島市名舟町

写真① 石川県輪島市町野町曽々木

写真⑧

写真⑯ 七尾港 写真⑰ 伏木富山港

写真⑭ 和倉港 写真⑮ 和倉港海岸

写真⑬ 穴水港

写真⑪ 宇出津港

写真⑩ 小木港

写真⑥ 輪島港

至 珠洲市

至 輪島市街地

直轄事業として実施

出典：国際航業株式会社ホームページ
撮影：国際航業株式会社、株式会社パスコ

至 珠洲市

至 輪島市街地

権限代行で実施

出典：国際航業株式会社ホームページ
撮影：国際航業株式会社、株式会社パスコ

至 珠洲市

至 輪島市街地

権限代行で実施

出典：国際航業株式会社ホームページ
撮影：国際航業株式会社、株式会社パスコ

至 珠洲市

至 輪島市街地

権限代行で実施

出典：国際航業株式会社ホームページ
撮影：国際航業株式会社、株式会社パスコ

至 珠洲市 至 輪島市街地

直轄事業として実施

出典：国際航業株式会社ホームページ
撮影：国際航業株式会社、株式会社パスコ

空港

写真⑫ 能登空港

能登空港
写真⑫

地すべり（直轄事業）

う し つ

ふしき

う し つ

ふしき

お ぎ

お ぎ

写真⑦ 飯田港

写真⑨ 宝立正院海岸写真⑧ 飯田港海岸
ほうりゅうしょういん

珠洲市正院町～宝立町

・宝立正院海岸
・飯田港海岸
（・鵜飼漁港海岸（農水省））

しょういんまち ほうりゅうまち

上戸町

正院町

宝立町

飯田町

飯田港

宝立正院海岸



 

【参考】 

 

 
 
 
 
 
大規模災害からの復興に関する法律 
 

第四十五条 （港湾法の特例） 

 

国土交通大臣は、被災都道府県若しくは被災市町村（以下「被災地方公共団

体」という。）であって港湾管理者（港湾法第二条第一項に規定する港湾管理者を

いう。以下同じ。）であるもの（港務局であって、被災地方公共団体がその組織に

加わっているものを含む。以下「港湾管理被災地方公共団体」という。）の長又は

被災地方公共団体が加入している地方公共団体の組合（港湾管理者であるもの

に限る。）の管理者若しくは長（地方自治法第二百八十七条の三第二項（同法第

二百九十一条の十三において準用する場合を含む。）の規定により管理者又は

長に代えて理事会を置く組合にあっては、理事会。以下同じ。）から要請があり、

かつ、当該港湾管理被災地方公共団体又は当該組合における公共土木施設の

災害復旧事業に係る工事の実施体制その他の地域の実情を勘案して特定大規

模災害等からの円滑かつ迅速な復興のため必要があると認めるときは、その事

務の遂行に支障のない範囲内で、当該港湾管理被災地方公共団体又は当該組

合に代わって自ら当該港湾管理被災地方公共団体又は当該組合が管理する港

湾法第二条第五項に規定する港湾施設（同法第五十四条第一項の規定による

管理の委託に係るものを除く。）の当該特定大規模災害等によって必要を生じた

次に掲げる事業に係る同法第二条第七項に規定する港湾工事（以下「特定災害

復旧等港湾工事」という。）を施行することができる。 

一 災害復旧事業 

二 災害復旧事業の施行のみでは再度災害の防止に十分な効果が期待でき

ないと認められるため、これと合併して行う新設又は改良に関する事業 

 

  

大規模災害からの復興に関する法律 
 
災害復旧直轄権限代行の根拠法 



 

第四十七条 （空港法の特例） 

 

国土交通大臣は、空港管理者（空港法（昭和三十一年法律第八十号）第三条

第三項に規定する空港管理者をいう。以下同じ。）である被災地方公共団体の長

から要請があり、かつ、当該被災地方公共団体における災害復旧工事（同法第

九条第一項に規定する災害復旧工事をいう。以下同じ。）の実施体制その他の地

域の実情を勘案して特定大規模災害等からの円滑かつ迅速な復興のため必要

があると認めるときは、その事務の遂行に支障のない範囲内で、当該被災地方

公共団体に代わって自ら地方管理空港（同法第五条第一項に規定する地方管理

空港をいう。次項において同じ。）の当該特定大規模災害等によって必要を生じ

た次に掲げる工事（以下「特定災害復旧等空港工事」という。）を施行することが

できる。 

一 災害復旧工事 

二 災害復旧工事の施行のみでは再度災害の防止に十分な効果が期待でき

ないと認められるため、これと合併して行う新設又は改良に関する事業に

係る工事 

 

  



 

第四十八条 （海岸法の特例） 

 

主務大臣（海岸法第四十条に規定する主務大臣をいう。以下この条において

同じ。）は、海岸管理者である被災地方公共団体（港務局であって、被災地方公

共団体がその組織に加わっているものを含む。以下「海岸管理被災地方公共団

体」という。）の長又は被災地方公共団体が加入している地方公共団体の組合

（海岸管理者であるものに限る。）の管理者若しくは長から要請があり、かつ、当

該海岸管理被災地方公共団体又は当該組合における公共土木施設の災害復旧

事業に係る工事の実施体制その他の地域の実情を勘案して特定大規模災害等

からの円滑かつ迅速な復興のため必要があると認めるときは、その事務の遂行

に支障のない範囲内で、当該海岸管理被災地方公共団体の長又は当該組合の

管理者若しくは長に代わって自ら海岸保全施設（同法第二条第一項に規定する

海岸保全施設をいう。）の当該特定大規模災害等によって必要を生じた次に掲げ

る事業に係る工事（以下「特定災害復旧等海岸工事」という。）を施行することが

できる。 

一 災害復旧事業 

二 災害復旧事業の施行のみでは再度災害の防止に十分な効果が期待でき

ないと認められるため、これと合併して行う新設又は改良に関する事業 

 

  



 

第四十九条 （地すべり等防止法の特例） 

 

主務大臣（地すべり等防止法（昭和三十三年法律第三十号）第五十一条第一

項に規定する主務大臣をいう。以下この条において同じ。）は、被災都道府県の

知事から要請があり、かつ、当該被災都道府県における公共土木施設の災害復

旧事業に係る工事の実施体制その他の地域の実情を勘案して特定大規模災害

等からの円滑かつ迅速な復興のため必要があると認めるときは、その事務の遂

行に支障のない範囲内で、当該被災都道府県の知事に代わって自ら当該特定

大規模災害等によって必要を生じた次に掲げる事業に係る同法第二条第四項に

規定する地すべり防止工事（以下「特定災害復旧等地すべり防止工事」という。）

を施行することができる。 

一 災害復旧事業 

二 災害復旧事業の施行のみでは再度災害の防止に十分な効果が期待でき

ないと認められるためこれと合併して行う新設又は改良に関する事業その

他災害復旧事業以外の事業であって、再度災害を防止するため土砂の崩

壊その他の危険な状況に対処して特に緊急に施行すべきもの 
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第十条 （主務大臣の直轄工事） 

主務大臣は、次の各号の一に該当する場合において、当該地すべり防止工事

が国土の保全上特に重要なものであると認められるときは、都道府県知事に代つ

て自ら当該地すべり防止工事を施行することができる。この場合においては、主

務大臣は、あらかじめ当該都道府県知事の意見をきかなければならない。 

一 地すべり防止工事の規模が著しく大であるとき。 

二 地すべり防止工事が高度の技術を必要とするとき。 

三 地すべり防止工事が高度の機械力を使用して実施する必要  があると

き。 

四 地すべり防止工事が都府県の区域の境界に係るとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地すべり等防止法 国直轄施工の根拠法 
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